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 1997 年に、中小企業研究センター賞「地区表彰」受賞、中国地域ニュービジネス特別賞「オン

リーワン賞」受賞、2007 年に、経済産業省元気なモノづくり中小企業 300 社表彰を受け、外部か

ら同社に対し高い評価を得ている。 
 
５．考察 
 メイト社へのヒアリング調査、内部資料から、下請け企業から、オンリーワン型企業へ転換でき

た要因について、以下のように考えることができよう。 
（１）微粉砕加工技術を有していたことと、取引先である姫路電子の平田氏という人材を得ること

ができた。平田氏がいたので、プラマグ事業への研究を始めていた。 
（２）当初技術力を持った大手電機メーカーH 社と取引を開始して、同社の評価をクリアしたり、

要求に応じた製品をつくることで、メイト社に技術力が蓄積していった。 
（３）大手企業約 30 社が既に開発に着手していて、後発であったが、製品初期段階においては、

手作業的な製造方法と歩留まりの悪さが、他社においても共通した課題であったと考えられる。そ

うであるなら比較的短時間で、試作品を完成させることのできたメイト社の出現で、大手企業各社

はコスト面から社外製品を使用する方が、自社内で設備や人員を保有するより経済的合理性があっ

た。逆に、メイト社は規模の経済を活用できた。 
（４）顧客のさまざまな要求に応えることで技術力を蓄積し、また迅速に対応するため、設備や材

料の研究に余念がない。 
（５）創業者が、子供の頃から起業を志していて、起業家として会社をリードしていった。 
 
 われわれの限られた事例研究ではあるが、オンリーワン型企業の生成過程は、当初からのニッチ

型、勝ち残り型（他社撤退）などがあるが、メイト社の事例は、やや特殊なプロセスである。当初

の事業から多角化して新事業で、オンリーワン型企業になるケースもあるが、その場合も、新事業

の見通しを持っての参入である場合が多い。今回のメイト社のケースは、後発参入で、新事業の見

通しがない中、顧客の信頼を獲得していった事例である。プラマグ事業は、単に材料を製造販売す

るだけではなく、個々の顧客の要求に応じた材料を製造することが求められる中間財事業であるゆ

え、メイト社の逆境が、真摯な顧客対応を促進させた側面があると考えられる。 
 
≪インタビュー調査≫ 
2012 年 7 月 27 日(金) (株)メイト 取締役会長 赤岩達重 
≪その他≫ 
(株)メイト(2012)『株式会社メイト（社外用）』 
2012 年 6 月 15 日(金) 岡山大学経済学部経済経営特殊講義「起業家魂と会社経営」 
 講師 (株)メイト 取締役会長 赤岩達重 
(株)メイト内部資料 
《付記》 
本稿は、平成 24 年度科学研究費・基盤研究（C）課題番号（24530462）の研究助成の成果の一部

である。 
 

世世界ﾄｯﾌﾟ 500 ICT 企企業 (2010)
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4.  2 極化の帰結 
 4.1 帰 結  
  (1) 国 家 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.  ICT 先進国の成長軌道の変遷.   
  (2) 企 業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9．時価総額トップ 50 ICT 企業の変遷 (2003-2010). 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10．日本のハイテク企業の収益構造の 2 極化 (2011-12). 

 4.2  2 極化の 2 極化 
   (1) 高技術集約と悪循環のディレンマの克服 

グローバル ICT 競争環境下で伍していくためには高技術集
約が不可欠。3 しかし、高技術開発投資は、その限界生産性
を低下させ悪循環に没入 (図 7)。これを回避して、技術開発
投資 → それによる便益、限界生産性の持続的上昇 → 成
長の持続 → 技術開発投資の更なる上昇、の好循環を構築
して持続させるためには 「相応な秘訣」 が不可欠。 

このような認識に立って、表 2 の 2007，10 年の高技術集約
企業 19，21 社に注目して、両年にわたり高技術集約企業の
位置を堅持した 17 社 (表 2 にアンダーライン) に、近年高技術
集約化に邁進し、時価総額を急伸させているｱｯﾌﾟﾙを加えた
18 社を対象に、悪循環にも関わらず高技術集約を顕示しえた
秘訣を分析。 

  そのため、18社の 「高ﾊﾟｰﾌｫｰﾏﾝｽ持続度」 を2003-2010
年の 8 年間にわたる、売上高、営業利益、時価総額の世界ﾄｯ
ﾌﾟ 100 位以内の位置を堅持した程度によって検証 (図 11)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

                                                  
3 ｱｯﾌﾟﾙも技術開発投資に邁進し、同世界ﾗﾝｷﾝｸﾞは、2003、07 年の

47 位から 2011 年には 23 位に躍進している。 
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ﾝｶﾞﾎﾟｰﾙを唯一に例外として、おし
なべて構造的な低成長に遭遇。 
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図 11. 高技術集約 18 ICT 企業の高ﾊﾟｰﾌｫｰﾏﾝｽ持続度 (2003-10). 

 結果は、表 3 に示すように、12 社がすべての項目につ

いて、8 年間一貫して 100 位以内の地位を堅持 (FQ: 
Frequency 8) し、6 社がいずれかの年にいずれかの項目で

100 位以内を堅持できなかった FQ7 以下（FQ7: 1, FQ6: 3, 
FQ5: 1, FQ1: 1）であることが判明し、前者を「レジリエ

ント企業」、後者を「非レジリエント企業」と峻別した。
 
表 3 レジリエント企業、非レジリエント企業 
 
レジリエント企業 FQ 8  12  Apple, Canon, Cisco, HP, Hitachi, IBM, Intel 
                                 Microsoft, Nokia, Oracle, Samsung, Siemens 
 
非レジリエント企業   FQ 7   1  Ericson (2003) 
                   FQ 6   3  NEC (2009, 10), Panasonic (2009, 10), Sony (2009, 10) 
                    FQ 5   1  Motorola (2008, 9, 10) 
                     FQ 1   1  Alcatel-Lucent (2003, 4, 5, 6, 7, 8 ,9, 10) 
 
計                      18  ( ) 内の年は、100 位以内を割った年を示す

(2) レジリエント企業、非レジリエント企業 
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3. 想定外の実相  
 3.1 国家レベル   
  世界 100 カ国の発展軌道、2 極化の実相は次の通り。 

 
      IT by Network Readiness Index ( NRI ) 1  
      図 4．世界 100 カ国の発展軌道 (2011).   
 
 
               
    N    a     b     c     d     

57239  1.68  -7.90   46434  -12913 
    (9.62)  (7.58)  (-9.80)  (14.54)  (-5.25) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 世界 100 カ国の NRI 1 ランクと 2 極化 (2011) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 に見るように、世界 100 カ国は、ICT 先進 30 国 (表１の

青色国) と ICT 発展過程 70 国 (表 1 参照) に 2 極化し、後者

が、ICT の発展とともに技術の限界生産性も向上する好循環

を享受しているのに対し、前者は、ICT の更なる発展は、技術

の限界生産性を低下させる悪循環に陥っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.2 企業レベル 
 図 7、表
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D2: ﾀﾞﾐｰ変数 

R&D investment (R) 

図 6．世界トップ 500 ICT 企業の発展軌道 (2010). 
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図 5．世界 100 カ国の 2 極化 (2011). 

IT advanced economies (vicious cycle) 

図 7．世界トップ 500ICT 企業の 2 極化 (2010). 
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表 2 世界トップ 500ICT 企業の 2 極化 (2007, 2010)
(売上ﾄｯﾌﾟ 19 社 (2007)、21 社 (2010) は高技術集約・悪循環、他は好循環) 

2 に見るように、世界トップ 500 ICT 企業も 2
極化。総じて技術開発投資がその限界生産性を向上さ
せる好循環を享受している中、高技術開発投資上位 19
社（2007）、21 社 (2010) は悪循環に陥っている。
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 業

9．時価総額トップ 50 ICT 企業の変遷 (2003-2010). 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10．日本のハイテク企業の収益構造の 2 極化 (2011-12). 

 4.2  2 極化の 2 極化 
   (1) 高技術集約と悪循環のディレンマの克服 

グローバル ICT 競争環境下で伍していくためには高技術集
約が不可欠。3 しかし、高技術開発投資は、その限界生産性
を低下させ悪循環に没入 (図 7)。これを回避して、技術開発
投資 → それによる便益、限界生産性の持続的上昇 → 成
長の持続 → 技術開発投資の更なる上昇、の好循環を構築
して持続させるためには 「相応な秘訣」 が不可欠。 

このような認識に立って、表 2 の 2007，10 年の高技術集約
企業 19，21 社に注目して、両年にわたり高技術集約企業の
位置を堅持した 17 社 (表 2 にアンダーライン) に、近年高技術
集約化に邁進し、時価総額を急伸させているｱｯﾌﾟﾙを加えた
18 社を対象に、悪循環にも関わらず高技術集約を顕示しえた
秘訣を分析。 

  そのため、18社の 「高ﾊﾟｰﾌｫｰﾏﾝｽ持続度」 を2003-2010
年の 8 年間にわたる、売上高、営業利益、時価総額の世界ﾄｯ
ﾌﾟ 100 位以内の位置を堅持した程度によって検証 (図

                                                  
3 ｱｯﾌﾟﾙも技術開発投資に邁進し、同世界ﾗﾝｷﾝｸﾞは、2003、07 年の

47 位から 2011 年には 23 位に躍進している。 

図 9, 10 で見るように、内外問わず厳しい興亡が顕著。
ｱｯﾌﾟﾙの躍進、ﾉｷｱの凋落。ｷｬﾉﾝは堅固。ﾊﾟ・ｿの凋落。 

図 11. 高技術集約 18 ICT 企業の高ﾊﾟｰﾌｫｰﾏﾝｽ持続度 (2003-10). 

 結果は、表 3 に示すように、12 社がすべての項目につ

いて、8 年間一貫して 100 位以内の地位を堅持 (FQ: 
Frequency 8) し、6 社がいずれかの年にいずれかの項目で

100 位以内を堅持できなかった FQ7 以下（FQ7: 1, FQ6: 3, 
FQ5: 1, FQ1: 1）であることが判明し、前者を「レジリエ

ント企業」、後者を「非レジリエント企業」と峻別した。
 
表 3 レジリエント企業、非レジリエント企業 
 
レジリエント企業 FQ 8  12  Apple, Canon, Cisco, HP, Hitachi, IBM, Intel 
                                 Microsoft, Nokia, Oracle, Samsung, Siemens 
 
非レジリエント企業   FQ 7   1  Ericson (2003) 
                   FQ 6   3  NEC (2009, 10), Panasonic (2009, 10), Sony (2009, 10) 
                    FQ 5   1  Motorola (2008, 9, 10) 
                     FQ 1   1  Alcatel-Lucent (2003, 4, 5, 6, 7, 8 ,9, 10) 
 
計                      18  ( ) 内の年は、100 位以内を割った年を示す

(2) レジリエント企業、非レジリエント企業 

3. 想定外の実相  
 3.1 国家レベル   
  世界 100 カ国の発展軌道、2 極化の実相は次の通り。 

 
      IT by Network Readiness Index ( NRI ) 1  
      図 4．世界 100 カ国の発展軌道 (2011).   
 
 
               
    N    a     b     c     d     

57239  1.68  -7.90   46434  -12913 
    (9.62)  (7.58)  (-9.80)  (14.54)  (-5.25) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 世界 100 カ国の NRI 1 ランクと 2 極化 (2011) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 に見るように、世界 100 カ国は、ICT 先進 30 国 (表１の

青色国) と ICT 発展過程 70 国 (表 1 参照) に 2 極化し、後者

が、ICT の発展とともに技術の限界生産性も向上する好循環

を享受しているのに対し、前者は、ICT の更なる発展は、技術

の限界生産性を低下させる悪循環に陥っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

3.2 企業レベル 
 図 7、表 2 に見るように、世界トップ 500 ICT 企業も 2
極化。総じて技術開発投資がその限界生産性を向上さ
せる好循環を享受している中、高技術開発投資上位 19
社（2007）、21 社 (2010) は悪循環に陥っている。
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表 2 世界トップ 500ICT 企業の 2 極化 (2007, 2010)
(売上ﾄｯﾌﾟ 19 社 (2007)、21 社 (2010) は高技術集約・悪循環、他は好循環) 
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6. 共進的内生化の奏功  
 6.1 国 家： シンガポール 

図 3 に見るように、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは、情報化先進国で唯一年率
5%を超える相応の成長を持続している。これは、図 15 の
NEWater (分離膜による再生水) 開発 (技術による水制約代替) に代表
されるように、輸入技術の学習 → 独自技術への発展 → 輸出 → 
輸出先からの学習、更なる革新、の共進的内生化に負う [1]。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

6.2 企 業 
表 4、図 12 からｱｯﾌﾟﾙ、ｻﾑｽﾝ、ｷﾔﾉﾝは、高技術開発依存、

同化ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術活用、低技術開発収益性ﾘｽｸ依存、低
市場環境ﾘｽｸ依存のﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな技術経営構造を構築している
ことがうかがわれる。これは次に示すように、図 13 に示す共進
的内生化構造に依拠するものである。:  

 (1) アップル 
企画・設計・開発・ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ等高付加価値

部分に特化し、組立・製造は日本や新興国に委託して国際分
業のﾒﾘｯﾄを最大化させるとともに徹底学習・吸収 (図 16)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 16．アップルの共進的内生化モデル. 
 
(2) キヤノン 
ｷﾔﾉﾝは、技術多角化戦略、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ・PC の競争協調戦略

(図 17) をﾍﾞｰｽに、技術収益性や市場のﾘｽｸをﾗｲﾊﾞﾙ企業に

委ね、その成果を同化する共進的内生化戦略を確立(図 18) [32]. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.3  2 極化の要因と共進的内生化の意義 
  (1) 2 極化の要因 

図 19 は ICT の進展に伴う技術価格の推移を示す。ICT の 
進展によって新機能が開発され価格は上昇するが、同時に、
ICT 固有の無料化、複製化が進み、規格化・量産と相まって
価格の急速な低下をもたらす。この結果、ICT の急速な進展
は、価格低下が新機能開発による上昇のｽﾋﾟｰﾄﾞを凌駕して全
体的に価格の低下をもたらすことになる。競争環境下におい
て ICT 企業が利潤最大化を追求する場合、実質技術価格は
限界生産性と一致するので、これは技術の限界生産性低下を
きたすことになる。図 2, 5, 7 で見た国家・企業を超えた汎地
球的 2 極化はこの必然的帰結以外の何物でもない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 19．ICT の進展と技術価格の推移. 
 
  (2) 共進的内生化の意義 

以上の ICT の 2 面性に対してﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ国家や ICT 企業は、
図 20 に示すように、外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ資源を内生化することによ
って新機能開発による価格上昇を加速し、価格低下要因とな
るﾋﾞｼﾞﾈｽの外生化によって価格低下の最小化に努めることに
よって、技術の限界生産性の堅持を図り、悪循環からの脱却
を図るとともに、これをｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞとして、新たなｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
に邁進することになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 20. レジリエント国家・企業のレジリエンス戦略. 
 

先に見た、シンガポールや、アップル、キヤノン等のレジリ
エント国家・企業の共進的内生化戦略はこれに符合するもの
であり、イノベーション・バリューチェーンのレジリエンス評価に
実践的な示唆を与えるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

図 15．ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの NEWater 開発に見る共進的内生化. 
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5. レジリエンス構造 4 

 5.1 レジリエント企業のレジリエンス構造 
  以上の分析結果に則り、欧米ｱｼﾞｱ企業のﾊﾞﾗﾝｽに配慮し
つつ、ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業 6 社（Microsoft, Canon, Samsung, Apple, Cisco, 
Nokia）、非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業 4 社（Panasonic, Ericson, NEC, Sony）を
抽出して、両ｸﾞﾙｰﾌ各社の時価総額形成関数を比較すること
によって､ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造を分析した。 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 企業の時価総額は、技術開発強度、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞ

ｰｼｮﾝ、技術開発投資の収益性、市場支配度、市場環境、不測の

事態のｲﾝﾊﾟｸﾄに支配されるので、それぞれの要素を反映する代

理変数を用いて次の関数により、1990-2010 年代の 20 年間の時

系列相関によって、各企業の時価総額形成関数を推定した5。 

 

 
MC: 時価総額、R/S 売上当り技術開発投資、Ts： 技術ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰﾌﾟｰﾙ、Ti: 
固有技術ｽﾄｯｸ、OI/R: 技術開発投資当り営業利益、S: 売上高、PMI: 購買担

当者指数、D: 不測の事態を表すﾀﾞﾐｰ変数 

  

                                                  
4 想定外の事態に対して、柔軟迅速に対応し、それをてこに自己刷新する

ことによって回復するとともに新たな飛躍機会を創出する能力 [8, 29]。     
5 ﾃﾞｰﾀｿｰｽは、EU Industrial R&D Investment Scoreboard, OECD, 

World Bank, Eorld Economic Forum, 各社年次報告等による。 
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表 4  10 代表企業の時価総額形成関数 

分析結果は、表 4、図 12 に示すとおりであり、 

(i) ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の同化等外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ資源の効果的
活用は、ﾊｲﾘｽｸ R&D 依存を軽減させ、ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ構造を誘導 

(ii) 独自技術と同化ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の融合によるﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
技術経営はﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ構造を導出 

(iii) 内部技術開発と外部市場へのﾊﾞﾗﾝｽのとれた依存はﾚｼﾞ
ﾘｴﾝﾄ構造を導くが、収益性の高い技術開発への依存が損な
われると、一転、非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな構造に転じる懸念を内包 

図 12. レジリエンス構造の比較. 

図 13. 共進的内生化のダイナミズム.      図 14. 共進的内生化ダイナミズムの時代的流れ (国名は図 8 に同じ).     
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以上から示唆されるﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造は、図
13 に示す共進的内生化のﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑと符合する。 

すなわち、高度に技術集約化した ICT 企業は、自らの成
長活力をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの技術開発に供し、そのﾌﾙｰﾂを取り
入れる仕方で、相互の好循環の持続が期待される。 

図 14 に示すように、工業化社会、情報化社会を経て、高
度に発展した情報化社会は、まさに新たなﾓﾃﾞﾙへの脱皮を
求める。

5.2 共進的内生化
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図 19．ICT の進展と技術価格の推移. 
 
  (2) 共進的内生化の意義 

以上の ICT の 2 面性に対してﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ国家や ICT 企業は、
図 20 に示すように、外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ資源を内生化することによ
って新機能開発による価格上昇を加速し、価格低下要因とな
るﾋﾞｼﾞﾈｽの外生化によって価格低下の最小化に努めることに
よって、技術の限界生産性の堅持を図り、悪循環からの脱却
を図るとともに、これをｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞとして、新たなｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
に邁進することになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 20. レジリエント国家・企業のレジリエンス戦略. 
 

先に見た、シンガポールや、アップル、キヤノン等のレジリ
エント国家・企業の共進的内生化戦略はこれに符合するもの
であり、イノベーション・バリューチェーンのレジリエンス評価に
実践的な示唆を与えるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 15．ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの NEWater 開発に見る共進的内生化. 

図 17. キャノンの技術多角化、競争・協調戦略.          図 18. キヤノンの共進的内生化ダイナミズム. 
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5. レジリエンス構造 4 

 5.1 レジリエント企業のレジリエンス構造 
  以上の分析結果に則り、欧米ｱｼﾞｱ企業のﾊﾞﾗﾝｽに配慮し
つつ、ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業 6 社（Microsoft, Canon, Samsung, Apple, Cisco, 
Nokia）、非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業 4 社（Panasonic, Ericson, NEC, Sony）を
抽出して、両ｸﾞﾙｰﾌ各社の時価総額形成関数を比較すること
によって､ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造を分析した。 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 企業の時価総額は、技術開発強度、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞ

ｰｼｮﾝ、技術開発投資の収益性、市場支配度、市場環境、不測の

事態のｲﾝﾊﾟｸﾄに支配されるので、それぞれの要素を反映する代

理変数を用いて次の関数により、1990-2010 年代の 20 年間の時

系列相関によって、各企業の時価総額形成関数を推定した5。 

 

 
MC: 時価総額、R/S 売上当り技術開発投資、Ts： 技術ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰﾌﾟｰﾙ、Ti: 
固有技術ｽﾄｯｸ、OI/R: 技術開発投資当り営業利益、S: 売上高、PMI: 購買担

当者指数、D: 不測の事態を表すﾀﾞﾐｰ変数 

  

                                                  
4 想定外の事態に対して、柔軟迅速に対応し、それをてこに自己刷新する

ことによって回復するとともに新たな飛躍機会を創出する能力 [8, 29]。     
5 ﾃﾞｰﾀｿｰｽは、EU Industrial R&D Investment Scoreboard, OECD, 

World Bank, Eorld Economic Forum, 各社年次報告等による。 
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表 4  10 代表企業の時価総額形成関数 

分析結果は、表 4、図 12 に示すとおりであり、 

(i) ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の同化等外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ資源の効果的
活用は、ﾊｲﾘｽｸ R&D 依存を軽減させ、ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ構造を誘導 

(ii) 独自技術と同化ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の融合によるﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
技術経営はﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ構造を導出 

(iii) 内部技術開発と外部市場へのﾊﾞﾗﾝｽのとれた依存はﾚｼﾞ
ﾘｴﾝﾄ構造を導くが、収益性の高い技術開発への依存が損な
われると、一転、非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな構造に転じる懸念を内包 

図 12. レジリエンス構造の比較. 

図 13. 共進的内生化のダイナミズム.      図 14. 共進的内生化ダイナミズムの時代的流れ (国名は図 8 に同じ).     
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以上から示唆されるﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造は、図
13 に示す共進的内生化のﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑと符合する。 

すなわち、高度に技術集約化した ICT 企業は、自らの成
長活力をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの技術開発に供し、そのﾌﾙｰﾂを取り
入れる仕方で、相互の好循環の持続が期待される。 

図 14 に示すように、工業化社会、情報化社会を経て、高
度に発展した情報化社会は、まさに新たなﾓﾃﾞﾙへの脱皮を
求める。

5.2 共進的内生化
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１．研究目的 
製造業においてモノが設計され生産されていく

プロセスは、大きく、新製品開発プロセス、量産化

設計プロセス、生産プロセスに大別される。さらに、

生産プロセスは、製造する商品特性やターゲットに

よって、規格品生産プロセス、受注生産プロセス、

受注設計生産プロセスに分類できる。 
本研究では、先行研究が非常に少ないと思われる

受注設計生産プロセスに着目し、価値創出が組織的

に如何に創出されるのか、その際の課題は何か、議

論、分析、探求することを目的とする。  
 
１－１．具体的研究対象と問題意識 
受注設計生産プロセスは B2B ビジネスに多くみ

られるもので、基幹となる商品を軸に、顧客ごとに

要求を満たす仕様にカスタマイズされ納入される。

顧客の要求に合わせて都度カスタマイズする必要

があるため、規格品生産プロセスに比べ、企業ごと

商品性質ごとに全く異なるほど多種多様で、しかも

複雑なプロセスが多く必要とされる。 
例えば、工場建設のような場合には、完全な個別

設計であり、全てを新規設計する。このようなケー

スの場合には、毎週のように発注側・施工側・関連

企業全てが参加する工程進捗会議を開催するよう

なプロセスを通じての顧客対応が行われる。 
また、一般的な注文住宅のような場合には、事前

にパッケージが整理・提供され、その範囲内で顧客

要求に合わせた選択をするようなケースであり、パ

ッケージ範囲内であれば、単なるモジュールの組み

合わせの選択と、特注仕様のみの都度設計による顧

客対応が行われる。同じ建築業界でも対象とする顧

客が異なると、その顧客対応プロセスが異なる。 
このようなきめ細かな顧客対応とそのプロセス

こそが受注設計生産型企業の強みと考えられる。し

かしながら、その強みを実現・維持し続けることは

簡単ではなく、課題として挙げられていることが少

なくない。前述した工場建設企業と、注文住宅建設

企業とを比較しても、必要な業務スキルや、商談開

始から検収完了までのプロセスは全く異なること

は容易に理解することができる。必要なスキルやプ

ロセスが異なれば、スキルの強化・育成、プロセス

改善や組織学習等は企業ごとに個別の対応が必要

とされることは明らかである。 
そのような背景からか、これまでの先行研究では

新製品開発プロセスや規格品生産プロセスに関す

るものが主な対象となっており、受注設計生産プロ

セスに関するものがほとんど存在しない。さらに、

そのような複雑多様なプロセスは、コストアップ要

因を多く孕んでいるため、マネジメントが難しく、

持続的な価値創出ができにくい。 
そこで本研究では、受注設計生産プロセスを取り

上げ、規格品生産プロセスとの比較から差異を明確

にし、差異に起因する価値創出要素においては何が

重要で、どのような課題があるのかを究明し、課題

解決法を提示することを目的とする。 
なお、本研究では、納期が比較的短い、受注～納

品まで１～３か月程度の受注設計生産型製品の生

産プロセスに着目する。実際には、一口に受注設計
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受注設計生産プロセスにおける価値創出 
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概要（Abstract） 
 企業にとって、価値創出は重要である。先行研究においても価値創出に関連する研究は多い。しかし、

製造業における価値創出に関しては、新製品開発プロセスや規格品生産プロセスに関するものがほとんど

であり、受注設計生産プロセスにおける価値創出に関する先行研究は極めて少ない。 
 本研究では、受注設計生産プロセスにおける価値創出にフォーカスする。受注設計生産と規格品生産と

のプロセスの差異を明確にし、差異に起因する価値創出要素に対して何が重要で、どのような課題がある

のかを究明し、課題解決法を探求する。その分析手法として、TOC を活用する。 
 
キーワード（Index terms）－ 効率性、効果性、ODSC 

7. 結 論 
 
想定外事象が指数関数的に増大する中で、そのような想定

外の事象に対する時代の流れを読み誤り、環境変化に適応し

得なかった帰結によるハイテク企業の競争舞台での「突然死」

の多発に照らして、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝのﾚｼﾞﾘｴﾝｽ評価を

提起した。 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争の熾烈な、世界の ICT の最前線に注目して、

世界 100 カ国及びｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 企業 500 社を対象に、ICT の

飛躍がもたらす 2 極化とその中での ICT 先進国・企業が陥る

想定外の悪循環の実相とその構造的原因を明らかにした。 

ICT の進展は新たな機能を創出してその価値を高め、技術

価格を高める半面、ICT 固有の無料化、複製化を加速し、規

格化・量産化と相まって新機能創出を上回るｽﾋﾟｰﾄﾞで価格の

急速な低下をもたらし、技術の限界生産性を低下させる、想

定外の悪循環をもたらすことを明らかにした。 

そのような中で技術集約型 ICT 企業は悪循環の脱却に奔

走し、それに成功したﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業と失敗した非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企

業の間で 2 極化の 2 極化をもたらすことを明らかにした。国家

ﾚﾍﾞﾙにおいても同様の現象を指摘した。 

ICT 先進国の中で唯一持続的成長を堅持するｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの

成功は、輸入技術の学習 → 独自技術への発展 → 輸出 
→ 輸出先からの学習、更なる革新という共進的内生化の精

妙なﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑに負うことを明らかにした。 

ｱｯﾌﾟﾙ、ｻﾑｽﾝ、ｷﾔﾉﾝ等のﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業は、高技術開発依

存、同化ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の効果的活用、低技術開発収益性

ﾘｽｸ依存、低市場環境ﾘｽｸ依存、のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造に依拠し、こ

れは外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ資源の内生化を通じた新機能創出による

技術価格上昇の加速と同価格低下要因の外生化によって技

術価格 – 技術の限界生産性の堅持に奏功していることを明

らかにした。これも畢竟共進的内生化に負うものに他ならな

い。 

以上を通じて、共進的内生化がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT競争環境下に

おいて、企業の想定外事象に対するﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造を高め、想

定外事象をｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞとして、新たな革新を牽引することを

明らかにして、イノベーション・ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝのレジリエンス評価

に実践的な示唆を与えることを示した。 

今次分析は、信頼できるﾃﾞｰﾀ構築の限界等によって

1990-2011 年の期間の分析を中心とし、可能な限り 2012 年の

至近時の動きを補完するようにした。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 企業を取り

巻く競争環境は文字通り日進月歩の様相を呈し、最近に至っ

てもﾏｲｸﾛｿﾌﾄによるﾉｷｱの携帯電話端末買収等の両者のﾚｼﾞ

ﾘｴﾝｽ構造に波紋を投げかけるような動きもあらわれている。そ

のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ評価については追証を必須とする。また、時系列

ﾃﾞｰﾀの欠如ゆえ、ｸﾞｰｸﾞﾙの評価は深入りできなかった。ｽﾏﾎ

による第 4 の ICT 革命の評価も同様の課題を残す。 

今後、以上のﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ課題への取り組み方策に創意を凝

らすとともに、今次得られた知見を軸に、注目すべき対象への

ﾐｸﾛな分析を掘り下げることが緊要である。ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ﾊﾞﾘｭｰﾁ

ｪｰﾝのﾚｼﾞﾘｴﾝｽ評価の視点からは、ICT を軸とした今次分析

を下敷きに広範多様な業種、企業への発展的応用に努めるこ

とが課題となる。さらに、各国のｲﾝｽﾃｨﾃｭｰｼｮﾅﾙ構造の同質

性・異質性が企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造に及ぼす影響の分析も避

けられない課題である。 
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